
  １. 現状

  ４. その他
  ３. 具体的な取組内容

技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針について

    平成19年7月6日付総務省の通知により、各地方公共団体は技能労務職員等の給与等について総合的な点検を実施し、給与等の
見直しに向けた取組方針を策定し公表することとなりました。

  港区の技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針を公表します。

  ２. 基本的な考え方



（１）職種別平均年齢、人数、平均給与データ（平成21年4月1日現在）
参　考

港区 48.0歳 417人 322,095円 415,887円 391,241円 - - - -

うち清掃職員 43.9歳 123人 320,193円 434,881円 395,523円 廃棄物処理業従業員 44.2歳 299,900円 1.45

うち学校給食員 47.1歳 71人 301,369円 374,774円 360,826円 調理士 38.6歳 307,900円 1.22

うち守衛 52.9歳 33人 354,112円 461,243円 427,806円 守衛 56.2歳 293,800円 1.57

うち用務員 47.9歳 104人 313,782円 396,635円 380,051円 用務員 54.5歳 214,000円 1.85

うち自動車運転手 52.6歳 23人 366,183円 465,170円 444,891円 自家用乗用自動車運転手 57.3歳 327,500円 1.42

うち電話交換手 57.0歳 6人 385,633円 465,244円 455,363円 - - - -

うちその他 49.2歳 57人 324,172円 409,673円 390,735円 - - - -

46.6歳 1896人 316,801円 422,511円 387,960円 - - - -

49.2歳 4429人 285,548円 322,737円 - - - - -

47.9歳 492人 330,270円 422,030円 389,932円 - - - -

港区 - - -

うち清掃職員 6,995,048円 4,156,100円 1.68

うち学校給食員 6,114,499円 4,171,900円 1.47

うち守衛 7,479,654円 4,042,300円 1.85

うち用務員 6,459,056円 3,027,000円 2.13

うち自動車運転手 7,611,179円 4,654,800円 1.64

うち電話交換手 7,685,846円 - -

うちその他 6,666,480円 - -

＊技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

１．現状

＊年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された
期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

参考

年収ベース（試算値）の比較

＊民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成１7年～平成１9年の３ヵ年平均）
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＊「平均給料月額」とは、平成２０年４月現在
における各職種ごとの職員の基本給の平均で
す。
＊「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払
われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外
勤務手当などの諸手当を合計したものであり地
方公務員給与実態調査において明らかにされて
いるものです。また「平均給与月額（国ベー
ス）」は 国家公務員の平均給与月額には時間

＊「平均給料月額」とは、平成２０年４月現在における各職種ごとの
職員の基本給の平均です。
＊「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域
手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものであり
地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。また
「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時
間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比
較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

＊「平均給料月額」とは、平成２０年４月現在
における各職種ごとの職員の基本給の平均で
す。
＊「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払
われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外
勤務手当などの諸手当を合計したものであり地
方公務員給与実態調査において明らかにされて
いるものです。また「平均給与月額（国ベー
ス）」は 国家公務員の平均給与月額には時間

＊「平均給料月額」とは、平成２１年４月現在における各職種ごとの
職員の基本給の平均です。
＊「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域
手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものであり
地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。また
「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時
間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比
較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。



（２）年齢別人数データ（平成21年4月1日現在）

港区 417 0 5 26 44 68 91 69 114
うち清掃職員 123 0 1 15 20 29 28 14 16
うち学校給食員 71 0 2 2 11 11 19 6 20
うち守衛 33 0 0 0 0 3 7 6 17
うち用務員 104 0 1 5 9 20 21 18 30
うち自動車運転手 23 0 0 0 0 0 6 9 8
うち電話交換手 6 0 0 0 0 0 1 0 5
うちその他 57 0 1 4 4 5 9 16 18

 
（３）その他給与に関する事項

①　給料表について

②　技能労務職員の特殊勤務手当について
手当の名称 支給単価

③　昇給基準について　
1年間における勤務成績に応じ、毎年4月1日に4号級を標準として昇給します。（55歳を超える職員に対して3号級抑制あり。)

40歳～44歳

清掃事務所に勤務する職員が、廃棄物の処理を直接行う
業務又はこれに密接に関連する業務に従事したときに支

支給要件

～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳

清掃業務手当

45歳～49歳50歳～54歳55歳～60歳区　分 合計

行政職給料表（二）が適用されます。

日額700円



国、他団体の給与水準との均衡を踏まえつつ、特別区の任用体系や職員構成を勘案して技能系・業務系職員の給与水準の見直しを
図ります。

２．基本的な考え方



３．具体的な取組内容

　＜１＞平成１９年度以降に適用された内容

　　（１）　給料表の改定(平成20年1月1日適用）

　　　　①  平均で９．０％(給与カーブのフラット化により最大１０．８％）の引下げを実施しました。
　　　　　（地域手当の支給割合の引上げに伴う給料表の引下げは別途実施）

　　　　②  平成１９年１２月３１日現在の給料月額から、地域手当の支給割合を１４．５％に改定することに伴う給料月額の
　　　　　 引下げ分を控除した額を保障しました。

　　（２）　給与制度の見直し

　　　　①  勤勉比率の見直し(平成１９年４月１日適用）
     期末・勤勉手当における勤勉手当の割合を国並みに引き上げました。

　　　　②  職務段階別加算割合の見直し(平成１９年４月１日適用）
     期末・勤勉手当における職務段階別加算の割合を見直しました。

　　（３）　退職手当の見直し

　　　　①  退職手当支給率の改正(平成２０年４月１日適用）
　　　　　ア　　定年退職や準定年退職等について、勤続期間１１年から３４年までの支給率を、０．１月から２．０月までの範囲で
　　　　　　　削減します。

　　　　　イ　　経過措置として、平成２０年度は、勤続期間ごとの支給率に係る削減率を２分の１として支給率を設定します。

　　　　②  退職手当制度の構造面の見直し（平成１９年４月１日適用）
　　　　　      一定職層以上の職務において、職責を担っていることを評価してポイント化して退職手当に反映させる、退職手当における
　　　　      調整額制度を導入しました。



　＜２＞平成１８年度以前に適用された内容

　　（１）給与制度の見直し

　　　　①  昇給制度の見直し(平成１８年４月１日適用）
　　　　　ア　　給料表の号給の４分割
　　　　　　　    給料表の号給を４分割し、勤務成績をよりきめ細かく反映できるようにしました。

　　　　　イ　　勤務成績に応じた昇給制度の導入　　
　　　　　　　    普通昇給と特別昇給を廃止し、勤務成績をさらに昇給に反映できるようにしました。

　　　　　ウ　　枠外昇給制度の廃止
　　　　　　　    最高号給を超えて昇給できる枠外昇給制度を廃止しました。

　　　　②  級格付制度を廃止しました。(平成２３年まで経過措置）

　　　　③  勤勉手当の成績率導入（平成１８年４月１日適用）
　　　　　　　業績（評価）をより的確に反映するため、成績率を導入しました。

　　　　④  清掃事業に係る給料の調整額支給の廃止(平成１８年４月１日適用）
　　　　　　　東京都で支給されていた清掃作業の特殊性に係る給料の調整額について、特別区では支給しないこととしました。
　　　　　　　(清掃職員は平成１８年４月１日付けで東京都から特別区の職員に身分切替をしています。）

　　（２）任用制度の見直し（平成１７年４月１日適用）
　　　　①  職級構成
　　　　　    １級職、技能主任、技能長及び統括技能長の４層制の職級構成としました。

　　　　②  昇任基準・昇任選考
　 　　　　   技能主任職等の昇任基準・昇任選考を整備しました。



４．その他

　　技能労務職員については、業務委託や指定管理者制度の導入など、区民サービスの充実と効率的な業務運営の観点から見直し等を進め、
　適正な職員配置に努めていきます。


